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改革改善
の考え方

①問題
点

上郷公民館・自治振興センターは保健センター機能を有することとなる。事業を計画通りに着実に進めるためには、保
健センターとして必要な機能や規模を早急に決定する必要がある。

②改革
提案

保健センターの整備方針を決定し（保健課主管）、地元と配置計画等の協議を進める。
平成27年度の基本設計に向けて、庁内関係課との調整を円滑に進める。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

４地区（丸山、下久堅、上久堅、千代）の施設については計画通りに事業が完了。
上郷公民館・自治振興センターの耐震改修については、平成27年度基本設計、平成28年度実施設計に向けて協議を継続。

総事業費①+② 275,741 776,795 751,288 1,296

1,200 1,400

臨時職員所要時間

一般財源 7,211

人件費計（千円）② 4,291 5,006

正規職員所要時間

起債 229,100 717,400 684,700 1,200

その他 42,350 59,395 54,371 96

県支出金

事業費計（千円）① 271,450 776,795 746,282 1,296 （地）合併特例（充当率95％）
（そ）庁舎建設基金繰入金 33,800千円
（そ）寄附金 20,000千円
（そ）繰越金 571千円
25→26　繰越明許費　208,471千円
26→27　繰越明許費　1,296千円

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

１　公民館等の耐震化整備事業
　千代：公民館・自治振興センターの建築・電気設備・機械設備等工事
　下久堅：公民館・自治振興センターの建築・電気設備・機械設備等工事
　上久堅：公民館の耐震改修工事
　丸山：公民館の耐震改修工事

２　耐震化整備に向けた地元との検討会議の開催
　　上郷地区

１　整備施設数

２　検討会議開催数

１　４施設

２　　４回

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

昭和56年の建築基準法施行令改正前に建築された公民館・自治振興センターのうち、耐震診断結果で強度不足（IS値0.6未満）と判定
された施設及び建築年度から耐震基準を満たさないと判断した施設の耐震化整備を行う。
耐震診断結果や地元との協定等に基づき耐震改修及び改築を行い、耐震性を高め安全に利用できる施設とすることにより、地域の実
情に合わせた多様な学習活動や地域活動の場を提供できるようにする。
耐震化整備が必要な施設
丸山公民館、下久堅公民館・自治振興センター、上久堅公民館・自治振興センター、千代公民館・自治振興センター、上郷公民館・自
治振興センター、上村公民館・自治振興センター
対象施設の耐震化整備については、ムトスまちづくり推進課、生涯学習・スポーツ課が分担し、建設部等と連携して推進する。（上村公
民館・自治振興センターの耐震化整備については、ムトスまちづくり推進課担当）

成果
指標

改築・耐震補強（施設改修）実施済の施設数 4 4 0 5

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

向上させたい上位施
策の成果指標

小中学校・地区拠点の耐震化率

耐震基準を満たさない公民館等の
施設数

5
意図（どういう状態
にするか）

災害時の地区拠点施設・応急避難施設として安全性を
確保する
安全に利用できる地区公民館とすることによって地域活
動の場を提供する

目
的

対象（誰・何を）
昭和56年の建築基準法施行令改正前に建築された地区
公民館及び自治振興センターで、耐震診断の結果等か
ら耐震基準を満たさないと判断した施設

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 41 災害対策の推進
基本計画上
の位置づけ

政策 4 暮らしと生命を守る安全安心で快適なまちづくり

H27担当課等名 生涯学習・スポーツ課 H27係等名 地育力向上係 H26係等名 地育力向上係

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 23 終了
事務事業名 公民館等耐震化整備事業

会計 一般会計
47 29

事業種別 政策

4 施策№ 41 事業№


